
第1号様式

　建設コンサルタント登録規程に基づく登録を受けるため、下記の者が同規程第3条第1号ロ
に該当するものであることの認定を申請します。

局　長　殿

申請者

記
　　印　

記載要領

　     技術管理者認定申請書には、法人、個人の場合とも申請者概要調書、経歴書（その１）、経歴書（その２）及び

  実務経験証明書を添付すること。

正副の別

技術管理者認定申請書

卒業
年月
年　　月卒業

登録を受けようと
す る 登 録 部 門

（ふりがな）
認定対象者の氏名

住所

生年月日 年　　月　　　日生
最終学校名
及び学科名

添
付
書
類

申請者概要調書

責任者

取扱い

実務経験証明書 別添 4 のとおり

別添 1 のとおり
氏 名

平成　　　年　　　月　　 日

　　　（用紙Ａ4）

経歴書（その１） 別添 2 のとおり
所属部課名

経歴書（その２） 別添 3 のとおり
電 話 番 号



別添1

　記載要領

　　1　「資本金」の欄は、法人である場合のみ記載すること。

　　2　「自己資本額」の欄は、法人の場合には資本金に法定準備金、任意積立金及び当期未処分利益を加えたものを、

　　　個人の場合には、期首資本金に事業主利益及び事業主借勘定を加え、事業主貸勘定及び事業主損失を控除したも

　　　のを記載すること。

　　3　「売上高」の欄は、直前の営業年度におけるものを記載すること。

　　4　「所属している団体名」の欄は、建設コンサルタントの組織する団体に所属している場合のみ記載すること。

     （用紙Ａ4）

平成　　　　年　　　月　　　 日現在

(ふりがな）
商号又は名称

 所　　在　　 地

申 請 者 概 要 調 書

(ふりがな）
代表者の氏名

創 業 年 月 日       年　　　　月　　　日

役 員 数 及 び
職 員 数

　 役　　　員 技 術 職 員 専 務 職 員 合　　   計

人 人 人 人

資 本 金 　　　　　　　　千円 自 己 資 本 額 　　　　　　　　　　 千円

 売 上 高　　営業の種類
登録等を受けているときは、
その登録番号等を記入する。

自　平成　 年　 月　　日
至　平成　 年　 月　　日

建設コンサルタント（建　　　第　　　  号）建設コンサルタント

地　質　調　査　業（質　　　第　　　  号）地 質 調 査 業

合　　計

測　　　量　　　業（登録第（　　)-　  号）測 量 業

建　　　設　　　業 建 設 業

所属している
団　 体　 名

　　　　　　　　　　　　　　　　千円

　　　　　　　　　　　　　　　　千円

　　　　　　　　　　　　　　　　千円

　　　　　　　　　　　　　　　　千円

　　　　　　　　　　　　　　　　千円

　　　　　　　　　　　　　　　　千円

　（　　　許可（　　-　　）第　　　   号）

そ の 他



別添2

技 術 部 門

選 択 科 目

登録年月日

 最終学校名及び 登 録 番 号

 学　　科　　名 技 術 部 門

登録年月日

登 録 番 号

　記載要領

　　：その他取得している資格：　の欄には、建築士、土木施工管理技士の資格がある場合に記載すること。

　　（用紙Ａ4）

経　歴　書　（その１）

認定を受けようと
す る 登 録 部 門

商号又は名称

認 定 対 象 者 の
氏 名

認定対象者が
技術士法によ
る技術士の登
録を受けてい
る 場 合

 生　年　月　日 　　年　　月　　日生
年　 月　 日

第　　　　　　号

認定対象者が
ＲＣＣＭの登
録を受けてい
る 場 合

 卒　業　年　月 　　　年　　　 月卒業
年　 月　 日

第　　　　　　号

他 の 企 業 で の 兼 務 状 況 そ の 他 取 得 し て い る 資 格

企業名及び役職名 資 格 の 名 称 取得年月日常勤・非常勤の別



別添3

　　 　　　（用紙Ａ４）

　記載要領

　　企業名、所属部課名又は役職名が変わるごとに行を改めて記載すること。

経　歴　書　（その２）

認定対象者の氏名

在 職 期 間 在 職 年 数
左のうち実務
経 験 年 数

経　　　　　　　歴
（企業名、所属部課名及び役職名）

　　年　　月 　　　 年　　月

自　　年　　月

至　　年　　月

至　　年　　月

　　年　　月 　　　 年　　月

至　　年　　月

自　　年　　月

　　年　　月 　　　 年　　月

自　　年　　月

自　　年　　月

至　　年　　月

　　年　　月 　　　 年　　月

至　　年　　月

自　　年　　月

　　年　　月 　　　 年　　月

自　　年　　月

　　　 年　　月

至　　年　　月

　　年　　月 　　　 年　　月

自　　年　　月

至　　年　　月

　　年　　月 　　　 年　　月

自　　年　　月

至　　年　　月

合　　　　計　 　　　 年　　月

　　年　　月

　　年　　月



別添4

　　 　（用紙Ａ4）

　　上記のとおり実務経験を有することに相違ない
　ことを証明する。

　記載要領

　　1　「業務の内容」の欄は、工事の調査、設計、監理等の業務に関し、その名称又は内容、従事していた業務上の

　　　立場等を詳細に記載すること。

　　2　「ＲＣＣＭを認定の要件とする場合は、管理技術者、主任技術者等として従事した業務についてのみ記載する

　　　こと。

　　3　　各葉ごとに押印すること。

証
明
欄
　　平成　　　年　　　月　　　日

　　　　証明者　　　　　　　　　　　　　　印

証明者と被証明者との関係

（証明を得ることができないときはその理由）

　年   月

　年   月

（ 年 月）

　年   月

　年   月

　年   月

　年   月

　年   月

自　　年　　月

至　　年　　月

小　　　計

（累　　　計）

自　　年　　月

至　　年　　月

自　　年　　月

至　　年　　月

自　　年　　月

至　　年　　月

契 約 相 手
方 の 名 称

契 約 金 額
（千円）

実 務 経 験 証 明 書

認定対象者の氏名

期　　間 実務経験年数 業　務　の　内　容

至　　年　　月

自　　年　　月

至　　年　　月

自　　年　　月



第2号様式

　　　　（用紙Ａ4）

    上記の者が上記のとおり土木設計等委託契約書の履行業務の技術上の管理を行う業務の
  経験を有することを証明します。

　記載要領

　　1　本証明書は、証明をする技術士又は技術管理者ごとに作成し、各葉ごとに押印してください。

　　2 「主な業務の内容」 の欄は、企業名、職名及び本人が管理技術者等として従事した主な調査、設計、監理等の

　　　業務に関する契約名、契約の相手方、契約金額、契約期間、工事の規模、本人の業務上の役割について簡潔に記

　　　載して下さい。

　　3　同一の技術士又は技術管理者のもとであっても、認定対象者が企業、所属部課、役職が変わった場合には、欄

　　　を改めて記載してください。

　　4　証明者が技術管理者の場合については、「技術士氏名」を技術管理者氏名と読替えて、以下に従って記載して

　　　下さい。

管理技術者等実務経験証明書

認定対象者の氏名

　期　　　　　間 実務経験年数 主　な　業　務　の　内　容

　　　年　　月から

　　年　　月

　　　年　　月まで

　　　年　　月から

　　年　　月

　　　年　　月まで

証明を得ることがで
きない場合の理由

合　　　　計 　  年　　月

技術士氏名　　　　　　　　　　　　　　　 印

技術士登録番号

合格した技術部門の名称

選択科目

平成　　　年　　　月　　　日



第5号様式

　　　局 長 殿

　申請者

　　商号又は名称

 容の変更をするため、
 加をうけるため

 度の知識及び技術を有する者であることの認定を申請します。この申請書及び添付書類の記載事
　
 項は、事実に相違ありません。

生 年 月 日

　注　意

第8条第2項において準用する第5条　 　登録の内容の変更をするため

第9条第3項において準用する第5条　　」 　登録の追加を受けるため 　 　　」

　　　不要なものを消して下さい。

2 「過去の認定に係る認定申請者名」の欄は、過去に認定を受けた企業名を記載して下さい。

3  認定番号　の欄は、過去に認定された時に認定番号が付与されている場合に記載して下さい。

  建設コンサルタント登録規程
登録の内
登録の追

建設コンサルタント

既認定技術管理者に係る技術管理者認定申請書

　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　 印

　　平成　　年　　月　　日

 第8条第2項において準用する第5条 　

 第9条第3項において準用する第5条
の規定に基づき

　　所　 在　 地

　　登 録  番 号

 
 
に
係
る
事
項

過
去
の
認
定
申
請

技術管理者として置く
こととしている登録部門

配 置 予 定 技 術
管 理 者 の 氏 名

本 籍 地

現 住 所

過 去 の 認 定 に
係 る 登 録 部 門

過 去 の 認 定 に 係
る 認 定 申 請 者 名

認 定 申 請 者 の 所 在 地

今
回
の
認
定
申
請
に
係
る
事
項

　　　　年　　月

性別　　　　年　　　月　　　日生

認定を受
けた年月

認定番号

男 ・ 女

については 1「 及び

氏　　　名

所属部課名

電 話 番 号

取扱い
責任者

、下記の配置予定技術管理者が同規程第3条第1号イに掲げる者と同程

「



第5号様式別添1

　　　　　（用紙Ａ4）

　注　意

　　1　「配置予定技術管理者が技術士試験に合格している場合」とは、配置予定技術管理者が建設コンサルタント登

　　　録規程別表下欄に掲げる技術士試験に合格している場合です。

　　2　「他の企業ででの兼務状況」の欄は、他の企業の役員を兼務している場合に記載して下さい。

配置予定技術管理者資格等調書

配置予定技術管理者の氏名

最 終 学 歴 学校名
学部・
学科名

卒業
年月

年　　　月

配置予定技
術管理者が
技術士試験
に合格して
いる場合

技術部門 部門 登録年月日 年　　　　月　　　日

選択科目 登 録 番 号

配置予定技
術管理者が
ＲＣＣＭ試
験に合格し
ている場合

技術部門 部門 合 格 番 号

合格年月 年　　　　　月

他の企業で
の兼務状況

企 業 名 及 び 役 職 名 勤　務　の　形　態



第5号様式別添2

（用紙Ａ4）

　注　意

　　1　企業名、所属部課名又は役職名が変わるごとに欄を改めて記載してください。

　　2　技術士試験合格者の場合は少なくとも10年以上、ＲＣＣＭ試験合格者の場合は少なくとも5年以上、大学又は

　　　高等専門学校の卒業者の場合は少なくとも20年以上、その他の者は少なくとも30年以上の経歴を記載して下さい。

経　　歴　　書

配置予定技術管理者の氏名

在 職 期 間 在 職 年 数
経　　　　　　　　　　歴

（企業名、所属部課名及び役職名）
左のうち実務
経 験 年 数

年　　月から
年　　月 年　　月

年　　月まで

年　　月から
年　　月 年　　月

年　　月まで

年　　月から
年　　月 年　　月

年　　月まで

年　　月から
年　　月 年　　月

年　　月まで

年　　月から
年　　月 年　　月

年　　月まで

年　　月から
年　　月 年　　月

年　　月まで

年　　月から
年　　月 年　　月

年　　月まで

年　　月から
年　　月 年　　月

年　　月まで

合　　　　計 年　　月 年　　月


